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国土建第２６５号～第２６８号

平成２４年２月２０日

各都道府県主管部局長等 あて

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

東日本大震災の被災地における建設工事の

技術者の専任に係る当面の取扱いについて

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第３項の工事現場に置く専

任の主任技術者又は監理技術者については、建設業法施行令（昭和３１年政令

第２７３号）第２７条及び監理技術者制度運用マニュアル（平成１６年３月１

日国総建第３１５号。以下「マニュアル」という。）により、その適正な配置

をお願いしてきたところですが、東日本大震災により甚大な被害を受けた地域

（以下「被災地域」という。）において、今後、復旧・復興工事が本格化する

ことが想定されている状況を踏まえ、被災地域における建設工事について、技

術者の専任に関する当面の取扱いを下記のとおり定めたので通知します。

貴職におかれては、これを踏まえ、建設企業に対し適切な指導をお願いする

とともに、貴管内の公共工事発注機関等の関係行政機関及び建設業者団体に対

しても速やかに関係事項の周知及び徹底方お願いします。

記

１．建設業法施行令第２７条第２項の取扱いについて

（１） 建設業法施行令第２７条第２項においては、同条第１項に規定す

る工事のうち密接な関係のある二以上の建設工事を同一の建設業者

が同一の場所又は近接した場所において施工する場合は、同一の専

任の主任技術者がこれらの建設工事を管理することができることと

されているところであるが、被災地域においては、一定の面的なつ

ながりを有する地域において、同時・集中的に復旧・復興工事が行

われることとなることを踏まえ、工事の対象となる工作物に一体性

又は連続性が認められる工事で、かつ、工事現場の相互の間隔が５

km 程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合に

は、同条第２項が適用される場合に該当すると判断して差し支えな

い。
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（２） （１）の場合において、一の主任技術者が管理することができる

工事の数は、専任が必要な工事を含む場合は、原則２件程度とする。

（３） （１）及び（２）の適用に当たっては、建設業法第２６条第３項

の趣旨が、公共性のある施設等に関する重要な工事について、より

適正な施工を確保するために設けられるものであることにかんが

み、個々の工事の難易度や工事現場相互の距離等の条件を踏まえて、

各工事の適正な施工に遺漏なきよう発注者が適切に判断することが

必要である。

２．主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間の明確化について

主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間については、マニュア

ルのほか、「主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間の明確化に

ついて」（平成２１年６月３０日国総建第７４号～第７７号）（別添）にお

いて、適切に設定されるよう、お願いしてきたところであるが、これらの

趣旨を踏まえ、主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間について

適正に運用されたい。
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（別添）

国総建第７４号～第７７号

平成２１年６月３０日

各都道府県主管部局長等 あて

国土交通省総合政策局建設業課長

主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間の明確化について

建設業法第２６条に定める工事現場に置く主任技術者又は監理技術者（以下「監理技術

者等」という。）は、請負代金の額が２千５百万円（建築一式工事である場合にあっては、

５千万円）以上の一定の建設工事については、工事現場ごとに専任の者でなければならな

いとされているところです。「監理技術者制度運用マニュアルについて」（平成１６年３

月１日付け国総建第３１５号。以下単に「運用マニュアル」という。）に基づき、かねて

よりその適正な運用をお願いしているところですが、このうち、監理技術者等の専任を要

しない期間については、適切な運用が行われていない事例が見受けられるところです。

建設工事の適正な施工を確保しつつ、建設業の生産性の向上を図るためには、専任を要

しない期間についても適切に設定することが必要であり、その設定に当たっては、下記の

事項に特に留意されるよう改めてお願いします。また、貴管内の公共工事発注機関等の関

係行政機関及び建設業者団体に対しても周知及び徹底方お願いします。

記

１．工事現場に設置する監理技術者等については、建設工事の請負契約の締結前において

は、その設置が不要であることは当然のことであるが、請負契約の締結後においても、

運用マニュアルで定める一定の期間について、発注者と建設業者の間で設計図書若しく

は打合せ記録等の書面により明確となっていることを条件に、たとえ契約工期中であっ

ても工事現場への専任は要しないことに留意すること。

特に、運用マニュアル三「（２）監理技術者等の専任期間」で定めている①「請負契

約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入または

仮設工事等が開始されるまでの間。）」、及び同④「工事完成後、検査が終了し（発注者

の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、後片付け等のみが残っている

期間」については、監理技術者等の工事現場への専任を要しない期間とされているもの

の、専任を要しない期間が設計図書若しくは打合せ記録等の書面により明確となってい
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ないために、必要以上に専任を求められる事例が見受けられる。したがって、以下の記

載方法例を参考にして、工事現場への専任を要しない期間を明確にすること。

また、発注者は、工事現場への専任を要しない期間を書面により明確にしている場合

には、当該期間に監理技術者等の専任を求めることのないようにすること。

なお、同④「工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を

除く。）、事務手続、後片付け等のみが残っている期間」については、発注者の都合に

より検査が遅延した場合は、その期間も専任を要しないことに留意すること。

＜記載方法例＞

※設計図書（仕様書又は現場説明書）に以下の事項を記載する。

①現場施工に着手するまでの期間に関する記載方法例

【現場施工に着手する日が確定している場合】

○ 請負契約の締結の日の翌日から平成○○年△△月××日までの期間について

は、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。

【現場施工に着手する日が確定していない場合】

○ 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資

機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）については、主任技術者

又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。なお、現場施工に着手する日

については、請負契約の締結後、監督職員との打合せにおいて定める。

②検査終了後の期間に関する記載方法例

○ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、

事務手続、後片付け等のみが残っている期間については、主任技術者又は監理

技術者の工事現場への専任を要しない。なお、検査が終了した日は、発注者が

工事の完成を確認した旨、請負者に通知した日（例：「完成検査確認通知書」

等における日付）とする。

２．運用マニュアル三「（２）監理技術者等の専任期間」③中「橋梁、ポンプ、ゲート、

エレベーター等の工場製作を含む工事」について、工場製作のみが行われている期間は

監理技術者等の工事現場への専任を要しないこととされているが、これは、「橋梁、ポ

ンプ、ゲート、エレベーター」の工場製作を含む工事に限る趣旨ではなく、発電機・配

電盤等の電機品などを含め、工場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われ

ている期間における工事現場への専任を要しないとの趣旨であること。
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（参 考）

○監理技術者制度運用マニュアルについて（平成１６年３月１日国総建第３１５号）（抄）

三 監理技術者等の工事現場における専任

（２）監理技術者等の専任期間

・ 発注者から直接建設工事を請け負った建設業者が、監理技術者等を工事現場に専任で

設置すべき期間は契約工期が基本となるが、たとえ契約工期中であっても次に掲げる期

間については工事現場への専任は要しない。ただし、いずれの場合も、発注者と建設業

者の間で次に掲げる期間が設計図書もしくは打合せ記録等の書面により明確となってい

ることが必要である。

① 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の

搬入または仮設工事等が開始されるまでの間。）

② 工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全

面的に一時中止している期間

③ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作

のみが行われている期間

④ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、

事務手続、後片付け等のみが残っている期間

なお、工場製作の過程を含む工事の工場製作過程においても、建設工事を適正に施工す

るため、監理技術者等がこれを管理する必要があるが、当該工場製作過程において、同一

工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作を行うことが可能であ

る場合は、同一の監理技術者等がこれらの製作を一括して管理することができる。

（以下略）


